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はじめに

　1997 年 4 月、環境庁の支援を受けて地球・人間環境フォーラム内に「砂漠化・土地荒
廃防止調査検討委員会」が設けられた。この委員会は、当初、地球環境問題の一つである

「砂漠化」を対象に、砂漠化対処条約の批准後の日本の対応を念頭におきながら、とりわ

けアジア地域における砂漠化防止手法の検討と、科学技術委員会（ＣＳＴ）支援を検討を

行うことを予定していた。しかし、委員会の冒頭からいくつかの点で、疑問が投げかけら

れた。

　その第一は、砂漠化の本質と、とりわけアジア地域の問題を考えると、砂漠化現象を、

乾燥、半乾燥、乾性半湿潤地域に対象を限定するのは問題であるという点である。たしか

に典型的な砂漠化現象として考えられている「塩類集積」を例にあげても、その現象は砂

漠のような極乾燥地域から熱帯林の分布する湿潤地域まで見られ、上記対象地域外でも砂

漠化現象が生じるという問題が発生する。アジア地域という視点から見ると、砂漠化の被

災国が限定されるという問題も見逃せない。とりわけ土壌侵食に悩む東南アジア諸国は、

この条約の対象からはずれ、資金的な援助も受けられなくなる可能性が生じるという現実

的な問題もある。

　そこで、本委員会では、国際社会の取り決めを尊重しつつ、かつ、科学的な知見からも、

またアジア地域という固有性に由来する問題を考えても合理性をもつように、砂漠化の定

義はそのままに、さらに土地荒廃という概念を併用することによって、定義された砂漠化

の対象地域からはずれる地域の砂漠化問題も考慮するという立場をとった。委員会の名称

も、こうした議論の結果を踏まえて、「砂漠化・土地荒廃防止調査検討委員会」へと名称変

更されたのである。

　第二に、アフリカ地域に対する取り組みを一層強化すべきであるという主張である。こ

れは、そもそも砂漠化対処条約が、とりわけアフリカ地域を強調しているという特殊性と

同時に、やはり砂漠化はアフリカ地域から問題化したものであり、また現在もアジアとな

らんで最も砂漠化の進行が顕著な地域であることから、この地域に対してプライオリティ

を与えるのは当然であるという理由である。日本の国際貢献を考えるという点でも、アフ

リカへの取り組みをいっそう重視する必要があるという意見もあった。そこで、本委員会

では、アフリカ地域とアジア地域の問題を並列的に検討することにした。

第 1章では砂漠化・土地荒廃に関する調査研究の現状と問題点を示した。それを受けて
第 2章では、砂漠化・土地荒廃のメカニズムの解明とモデル化の可能性を検討した。また、

事例研究を示した第 3章で防止・回復のための社会システム及び対策技術のあり方を検討
した。支援・援助のあり方として国際的な支援・援助と我が国の役割を第 4章で検討した。
すでに国際的には、日本の砂漠化対処条約の批准に伴い、砂漠化防止の具体的な行動や

それを支える資金的、科学的な検討への参加が強く求められているところである。本報告

書は、そうした状況をふまえて早期に日本がこの問題に本格的に取り組むことを期待して

取りまとめられたものである。

1998年 9月

砂漠化・土地荒廃防止検討委員会

座長　武内　和彦
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第 1章　砂漠化・土地荒廃に関する調査研究の現状と問題点

１．１　地球環境問題としての砂漠化・土地荒廃の特質

　ここでは、砂漠化の定義、砂漠化・土地荒廃の特質について述べる。

（１）砂漠化の定義

　砂漠化の定義について本検討委員会の考え方を示す。

「砂漠化に対処するための国連条約」の定義によれば、「砂漠化」とは、「乾燥地域、半

乾燥地域及び乾燥半湿潤地域における種々の要因（気候の変動及び人間活動を含む。）によ

る土地の劣化」とされ、対象地域は、年降水量を可能蒸発散量で除した「乾燥度」が 0.05

以上 0.65以下に限定されている。問題は、土地荒廃という現象はより広範に出現するので

あり、湿潤地域、極乾燥地域などの対象地域からはずれた場所において同様の現象が起こ

りうる。

　本報告書では、砂漠化に対処するための国連条約の趣旨を生かし、砂漠化を前述の定義

にとどめるとともに、ここに記したような理由から、広く極乾燥地域、湿潤地域も含んだ

土地荒廃現象を扱うために、砂漠化・土地荒廃（desertification/land degradation）とい

う名称を用いることにした。土地荒廃は、砂漠化の現象面での特質を示す用語であるが、

ここでは、あえて両者を併記した。

（２）砂漠化・土地荒廃問題の特質

　次に、砂漠化・土地荒廃問題の特質を示した。

　①複雑な要因・地域特性：砂漠化・土地荒廃は、自然的要因と人為的要因の相乗作用に

よって引き起こされ、背景には複雑な要因が絡んでいる。また、地域特性が非常に強

い。それらのことが、全地球的なフレームワークの設定を困難にしている。

②南北問題：砂漠化・土地荒廃の被災国は多くが発展途上国で、砂漠化・土地荒廃問題

の背後に「南北問題」が存在している。

③数値的モデルの作成が困難：砂漠化・土地荒廃の場合は、その原因が自然的要因と人

為的要因の複雑な組み合わせからなり、地球温暖化問題のような数値的なモデルの作

成が困難である。また、原因の地域性が高いので、仮に一つの地域でモデル化に成功

したとしても、広域的な対策の効果は直接的には評価できない。

④対策の検討しうる幅が大きすぎるという問題：例えば一方に国際政治学的な問題解決

があるとすれば、他方に緑化による砂漠化防止という問題解決があり、それらの体系

化が進んでいない。対策を総合化させ、砂漠化・土地荒廃の防止を実現する道筋を提

示することが求められている。
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１．２砂漠化・土地荒廃に関する調査研究の進展状況と課題

ここでは、日本における砂漠化・土地荒廃に関する研究の現状、特徴とその方向性を述べ

る。

日本における砂漠化・土地荒廃の研究の特徴を日本沙漠学会の学会誌「沙漠研究」からレ

ビューすると以下のようにまとめられる。

① 中国を対象地域とした研究が多い。

② 研究者層が薄く、研究分野が広いこと。日本には広大な砂漠が存在しないことも

あり、砂漠・砂漠化の研究者の数は限られている。研究分野は、気象・気候、植

物、土壌、社会経済など、かなり多岐にわたっている一方で、政策科学的な問題

のように手つかずとなっている分野もある。

③ 砂漠化問題を総合的な視点からとらえる研究が少ない。 今後の日本における砂

漠化・土地荒廃研究に関する課題としては

①重点的に研究をすすめるべき課題を示し、少ない研究資源を有効に使うこと。

②個別独立的におこなわれがちな研究成果を有機的に結びつけるため、(1)研究者の

ネットワークづくりや情報の共有化、(2)個別研究を結びつけるための総合モデル

の開発や個々の研究間のインターフェース部分の明確化などの仕掛けが必要で

あること。

③諸外国の研究者との連携を密にし、国際的な研究の協調と分業のシステムを模索

していくことが必要であること。

　　－が挙げられる。

　 上記①でいう重点研究課題としては、以下のようなものが挙げられる。

       ①砂漠化の客観的かつ定量的な観測・評価手法の開発：現状での砂漠化の評価手法

は未だ統一を欠き、信頼性への批判が多い。広域観測とフィールド観測のリン

クが課題。

       ②砂漠化・干ばつの気象・気候メカニズムの解明

       ③人間活動と砂漠化との相互影響プロセスの解明：ローカルレベルでの調査・研究

を通じた砂漠化プロセスの解明

       ④干ばつ早期警報システムの開発：すでに早期警報システムの開発・導入が取り組

まれている国もあるが、日本が気象観測、リモートセンシングなどの分野で得

意とする技術を生かす余地は大きい。

       ⑤持続可能な土地利用システムの開発：その土地に適した土地利用のあり方を評価

するシステム、土地の惰弱性評価、在来農法システムの再評価と近代農法との

融合などの課題が挙げられる。

       ⑥新技術（先端技術よりもむしろ適正技術）の開発：太陽光の利用システムの開発、

地下ダムの開発などがあげられるが、同時にそれらの技術がその地域の自然と

社会にとって適合するかどうかの評価も必要とされる。
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第２章　砂漠化・土地荒廃のメカニズム解明とモデル化の可能性

２．１　マクロにみた砂漠化・土地荒廃のメカニズム

ここでは、砂漠化が地域的・広域的な気候に及ぼす影響、なかでも気候に影響を及ぼす

重要な現象として、地表面状態の改変を取り上げる。また、環境と植生、砂漠乾燥地の植

生、気候変動と砂漠化、植生からみた砂漠化防止について、さらに、広域的気候変動の干

ばつ・砂漠化に対する影響についても述べる。特に植物の生長と環境との関係についてま

とめ、植物相や植物種の遷移を観察することで、その生育環境の変化、砂漠化や土地荒廃

などの指標等への可能性も検討した。砂漠化・土地荒廃の土壌的側面、すなわち土壌劣化

について、具体的現象とその要因解析、劣化過程のモデル化手法、具体的対策確立の可能

性について議論する。

２．１．１　気候変動と砂漠化・土地荒廃

（１）砂漠化の気候変動に対する影響

　砂漠化の気候変動に対する影響として大気大循環モデルによる数値実験からのアプロー

チが Charney（1975）の先駆的研究以来行われてきた。それらの研究の多くで、砂漠化の

激しいサハラ南縁のサヘル地域が研究対象となってきた。砂漠化が進行すると、アルベド

の増加、土壌水分量・蒸発散量の減少、地表面粗度の減少がおこり、それぞれが降水を減

少させる効果をもつことがわかってきた（下図）。

典型的な亜熱帯の熱収支
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　最近のモデル研究では、大気・陸面過程を現実的に再現できるようになってきたが、モ

デルで仮定する地表面状態の各特性値の変化量・変化地域が現実と比べて過大評価となっ

ている。したがって、特定の乾燥地域の砂漠化が実際にどの程度干ばつの発生に影響を及

ぼしているのかといった定量的な議論をするにはいたっていないのが現状である。

　一方、観測事実からのアプローチとして、局地スケール（102km以下）における観測的

研究は、現地観測、航空機観測、衛星観測に基づいて行われてきた。局地スケールでみる

と、砂漠化による地表面状態の変化は地域によって多様であり、その気候に対する影響も

地域特性を十分に考慮する必要がある。また、広域スケール（102km以上）における観測

的研究は、おもに衛星観測により進められてきた。地表面状態の年々変動は、長期的に進

行する砂漠化によるというよりは、降水量の多寡で決まっているものと考えられ、砂漠化

が干ばつを発生させるという Charney の仮説を支持するような観測事実は出てきていな

い。

（２）広域的気候変動の干ばつ・砂漠化に対する影響

①温室効果気体の増加と干ばつ

　気候モデルによると、温室効果気体の増加によって、乾燥地域（特に、中高緯度）で全

季節にわたって気温が上昇すること、乾燥地域はさらに乾燥化することが予測されている

（IPCC,1990、Williams and Balling,1994）。この場合、乾燥地域の陸上生態系は脆弱で

あるため、温暖化に対して真っ先に影響を被ることになるであろう。

　Jones(1994)によると、1901～1993年に陸域全体で気温の上昇は 0.44℃であるのに対し

て、乾燥地域ではそれより大きい 0.62℃の気温上昇が認められる。乾燥地域の気温上昇は、

中・北部アメリカで最も大きく（約 0.8℃）、南米で最も小さい（0.3℃強）。

②大気-海洋変動(エルニーニョ/南方振動現象など)と干ばつ

　数年周期をもつエルニーニョ／南方振動（ENSO）現象は、太平洋地域を中心とする大

気・海洋相互作用で、アフリカ東・南部、南アジア、オーストラリア、南米にある熱帯の

半乾燥地域の降水量変動に大きな影響を与えている。

サヘルでは ENSO現象の影響は比較的小さいが、この地域の少雨傾向の原因として、地

表面状態の変化よりも、全球規模の海面水温の変動が重要であるとする研究が近年増えて

きている（IPCC, 1990）。近年の傾向として、赤道南大西洋とインド洋の昇温傾向が認め

られるが（Parker et al., 1995）、これがサヘルの少雨傾向と関係しているらしい。

２．１．２　植生からみた砂漠化・土地荒廃

　環境と植生との関係を地球レベルでマクロにみれば、気温と降水量が植生の分布を支配

する主な要因であることが知られている。例えば、熱帯地域では、年間を通じて乾燥気候

になると、疎林や棘性低木林、草原（サバナ）になり、温帯地域では疎林や低木林、草原

（ステップ）へと移行する。これらの地域で、さらに乾燥化が進むと、半砂漠や砂漠が形

成される。

一方、植物の生育地の環境による純一次生産力の推定のために、幾つかの半経験式が提

案されている。この中で、内嶋らが開発した筑後モデル（Uchijima and Seino 1985）は、
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植被と接地気層とのあいだでの二酸化炭素と水蒸気の交換過程および植生地の熱収支式を

考慮して、植生の純一次生産力をもとめるもので、実際の生産力を比較的よく推定できる

ことが知られている。このモデルによると、乾燥地では純一次生産力が極端に落ちる。

　地球温暖化による気候変化に植生の遷移が追いつかない地域では、砂漠化が進行する危

険性がある。また、温暖化に伴う蒸発散量の増大は、降雨の少ない地域をより乾燥化させ

る可能性があり、一度、砂漠化や土壌荒廃により、生態系が破壊されると回復が困難であ

る。地域レベルでの温暖化影響を予測することは非常に困難であるが、次頁図に、線形多

項ロジットモデルによる中国の植生分布図と Robock et al. (1993)の温暖化シナリオ（年平

均気温２℃上昇、年降雨量２０％増加）に基づく潜在植生の推定図を示す。植生分類と気

候条件から、多項ロジットモデルにより植生分布を推定したときの的中率は、各植生帯で

異なっていたが、平均で 68.7％であった。これに基づき、年平均気温２℃上昇、年降雨量

２０％増加時における潜在植生の推定をおこなったところ、中国西部、特に砂漠周辺地域

では、気温の上昇による水分条件の変化と乾燥化が、ステップやサバンナが砂漠化してい

く可能性があることが示唆された。

　植生の存在も環境に影響を与えるため、砂漠化防止のために植生回復を図る場合、その

対象地域の極相に近い植物相を最終的な目標とすることが必要である。

２．１．３　土壌劣化と砂漠化・土地荒廃

　土壌劣化の現象と要因としては、1)物理的過程、2)化学的過程、3)生物的過程－が挙げられ

る（Lal and Stewart(1990,1992)）。また、水食、風食、土壌塩性化について、その劣化過程の作用

機構の解析を通じ、各パラメータを用いたモデル化が試みられている。

　将来、土壌劣化を抑え、持続的に土地資源を利用するためには、土壌のみならず植生や

水資源などを含めた農耕地および自然生態系における物質循環を保証するような土地利用

システムの確立が必要であるが、そのシステムに含まれるべき個々の技術はそれぞれの自

然および社会経済的環境に応じて選抜されねばならない。さらに、そのようなシステムを

構築するためには、良質の気象情報の収集や現行システムのモデル化などを着実に進めて

いくことが肝要である。

２．２　地域的にみた砂漠化・土地荒廃の自然的・社会的メカニズム

 ここでは砂漠化・土地荒廃現象の捉え方と地域的にみた砂漠化・土地荒廃問題を中国とア

フリカを例に自然的・社会的メカニズムの検討をおこなった。

２．２．１　砂漠化・土地荒廃現象の捉え方

（１）普遍化への努力

　砂漠化・土地荒廃問題には強い地域特性が存在するものの、問題解決を図っていくため

に、普遍化の努力を行うべきである。最も急がれるのが、砂漠化・土地荒廃モデルの提示

であり、このモデルには自然的要因と人為的要因の両方が組み込まれるべきである。
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Vegetation
code Physiognomy of vegetation

a Conifers/Steppes

b Meadows/Broadleaf deciduous forest

c Steppes/Deserts

d Steppes/Scrubs

e Deserts

f Broadleaf deciduous forests/Three crops for
two years or two crops annually

g Evergreen and deciduous scrubs/Two crops
containing upland and rice annually

h Broadleaf evergreen forests/Evergreen
conifers/One or double cropping rice

I Broadleaf evergreen forests/
Double-cropping rice annually

線形多項ロジットモデルによる中国の植生分布図と Robock et al. (1993)の温暖化シナリオ（年

平均気温 2℃上昇、年降雨量 20％増加）に基づく潜在植生の推定図
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（２）アフリカとアジアをつなぐ視点

　アフリカとアジアに見られる砂漠化・土地荒廃現象は、本質的には共通する側面を有し

ている。大きく見ると、牧畜民、農耕民が攻めぎ合う場としての砂漠化前線というかたち

で捉えることができる。地域の伝統的な文化、社会、政治などの違いを超えて、共通原理

で砂漠化・土地荒廃を捉え、つぎにそれぞれの地域の特異性を考えていくことで、砂漠化・

土地荒廃が引き起こされるメカニズムを、より鮮明に説き明かせると考えられる。

（３）砂漠化・土地荒廃防止対策の考え方

砂漠化・土地荒廃防止に関する現象解明の成果は、その防止対策につながるものでなけ

ればならない。また、その目的には、直接的な砂漠化・土地荒廃防止の他に、間接的な経

済・社会の安定化が含まれるべきである。

両者を統合するためには、１）社会システムの再構築の必要性、２）持続可能な資源は

突き詰めると生物資源と自然エネルギーに帰着するという点、３）技術移転に対する十分

な配慮や、適正技術の開発が求められるという点が指摘できる。

（４）アジア・太平洋における砂漠化・土地荒廃防止

　砂漠化・土地荒廃防止に対して日本が果たし得る大きな役割の一つが、アジアに対する

貢献である。

砂漠化・土地荒廃現象をアジア・太平洋地域で議論するには、まず、アジア全域を対象

に気候地形学的な自然環境の特徴を把握し、人文社会的な土地利用の現状と、それらの相

乗効果によって引き起こされる環境変化現象の類型化を行い、現象の普遍性を把握する必

要がある。例えば、モンゴルからインドネシアに至る「東アジア・環境トランセクト」を

設定し、それぞれの地域ごとの問題の特徴づけを行うことが、個別研究に先立って必要で

あると考えられる。

２．２．２　砂漠化・土地荒廃の進行と自然的・社会的メカニズム

　中国の砂漠化・土地荒廃は依然として拡大傾向にある。「荒廃地」と区分される面積は国

土の 27.3％に達し（中国林業省 1997「中国砂漠化報告」）、最近 20年間に平均 2,460km2

／年の速度で砂漠化が進行している。この節では、中国東部の三つの地域のランドサット

データを用いた砂漠化進行状況のモニタリング結果、および内モンゴル自治区奈曼旗を対

象として砂漠化進行の自然的・社会的メカニズムを検討した結果、以下のようなことを明

らかにした。

長期間の砂漠化の進行には、時代ごとの土地利用のあり方が大きく関与している。1950

年以降は急激な人口や家畜の増加や特定の時期の開墾などが砂漠化の原因となっている。

降水量の減少による乾燥化に加えて冬季の乾燥と春季の強風というこの土地特有の気象条

件が砂漠化を拡大している。一方では農法の転換や砂漠化に直面した土地の牧草地、防風

林地への転用、牧草を著しく破壊させるヤギの飼養禁止、飼料作物の利用などを通しての

砂漠化防止技術が功を奏している。今後は、土地生産力の評価とそれに適合した土地利用

のあり方を検討することによって、持続的な土地利用が行われるとともに砂漠化した土地

の回復をはからなければならない。
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２．２．３　人間生活の観点からみた砂漠化と干ばつの防止策

　従来の砂漠化防止対策は、「土地劣化の防止」など、自然現象としての砂漠化防止策が先

行しすぎ、人間生活の改善に目が届かなかったたきらいがないでもない。例えば放牧が土

地劣化の元凶だからこれを禁止すればよい、というのは牧畜が乾燥地に適した生業として

発達した事実を無視した発想である。砂漠化防止対策で重要なのは、砂漠化に苦しむ人々

の救済に至るような対策である。

　こうした観点から、実効的な砂漠化防止のための基本政策の原理的問題を二つ提起する。

１） 地球・人間環境学的な国際政治学の必要

　歴史的に見れば文明の中心であり、決して貧困地帯ではなったサハラ南縁地域などの乾

燥地域が、なぜ今世界の最貧国として砂漠化に苦しんでいるのか。これは自然現象として

の砂漠化のみで説明のつくことではない。多様な生業と地域間の交流に恵まれたこれらの

地域の文化的、歴史的な背景をふまえた上で、本来機能していた地域間交流や相互援助な

どのシステムを再構築するなどのアプローチが必要である。

２）乾燥地における水資源と水利用の技術と社会的慣行の総合的研究

　乾燥地には多様な水資源が存在し、古くから複雑精緻な水利用を構築してきた。こうし

た乾燥地の知恵を学びつつ、精緻な灌漑システムに立脚する日本の稲作などの発想をいか

すような形で、乾燥地の水資源とその利用についての総合調査をおこなうことは、世界の

砂漠化問題に大きな独自の寄与をおこなうことになろう。

２．３　砂漠化・土地荒廃現象に関するモデル化の可能性

ここでは、砂漠化と関連するモデルをレビューし、今後のモデル開発の方向性について

展望する。

　砂漠化関連のモデルとしては、まず個別の砂漠化現象に関するモデルがある。水食、風

食、塩類化、および過放牧などの砂漠化・土地荒廃の主要なプロセス、また人為的な要因

の駆動力(driving force)として主要なパラメータとなる人口のそれぞれについて、モデル化

の研究がある。また、砂漠化・土地荒廃が、種々の環境資源の需要と供給のアンバランス

から生じるため、この分野でもモデルが提案されている。

　さらに、これらの種々のプロセスを統合したモデルについても開発が進められている。

（１）個別の砂漠化プロセスに関するモデル

①水食：経験的モデル／観測された水食量データと、侵食に寄与する種々の因子に関する

データとを統計的に関連づけたもの。代表的なものに土壌損失量を、降雨侵食度、土壌

侵食度、斜面長などにより説明するUSLEモデルがある。物理的モデル／土壌粒子の挙

動を侵食のメカニズムや水文的原理によって推定するもの。農地における土壌侵食によ

る殺虫剤や肥料の流出を予測するモデルなどがある。

②風食：例えば風食ポテンシャル、裸地率、粗砂率の３つのパラメータで風食の飛砂量を

あらわす式などがある。
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③塩類化：塩類化の程度を予測するものは種々あるが、塩類集積のモデルは見られない。

④植生：とくに放牧地植生に関するモデルについては多くの研究が蓄積されてきている。

⑤人口：分析的方法／人口の時系列データをもとに変動の傾向を把握し将来予測を提示し

ている。要因別推計法／人口動態統計、人口移動統計等から変動の内容を提示している。

⑥環境資源の需要－供給バランスに関するモデル：特に砂漠化と関連したものとして、例

えば、食糧消費・生産について土壌劣化の因子等をとりこんで提示したものなどがある。

（２）複数の砂漠化プロセスを統合したモデル

①砂漠化地域モデル：概念モデル／砂漠化進行プロセスを不可逆的・一方的だとするモデ

ル、砂漠化は可逆的で回復可能だとするモデルがあり、どちらを選択するかによって対

策は異なってくる。定量的モデル／砂漠化危険度を水食、放牧、植生荒廃、居住、風食

に５つのパラメータであらわすモデル（Grunblatt et al.(1992)）、環境指標として侵食

ポテンシャル、放牧圧、気候的ストレスなどを用い、GIS 上で数値化した評価モデル

（Mouat et al.(1997)）など。

②村落レベルのモデル：環境資源の需要と供給のバランスを論じたモデルなどがあり、持

続的な土地利用システムに有効である（研究事例が少ない）。

（３）モデル開発の現状と課題

　砂漠化・土地荒廃問題のひとつの特徴は、そのなかに複数の現象を含み、かつその総体

としての砂漠化現象が世界的な普遍性をもちにくい点である。モデル開発の現状も、この

ような砂漠化のもつ特徴を反映している。

　第一に、個々の領域においては、かなり精緻なモデル開発がすすんでいる分野もみられ

る。たとえば水食、人口動態、放牧地植生などの分野においては、多くの研究の蓄積がみ

られる。第二に、複数の砂漠化プロセスを統合したモデルは、数は少ないもののいくつか

の研究事例がみられる。比較的広域的な土地を対象として、複数の砂漠化プロセスを考慮

した砂漠化危険地域の評価をおこなうもの、村レベルの環境資源の需要－供給から人口と

資源とのバランスを評価するものなどである。第三に、砂漠化の要因、結果、影響のプロ

セスを包括的にあつかったモデルは開発されていない。砂漠化の因果関係を説明するモデ

ルは、現時点では概念的モデルの段階にとどまり、今後の大きな課題として残されている。

　今後のモデル開発の方向性としては、モデルの対象となる室内スケールに応じて以下の

三つの方向がある。

　村落スケール（数 km四方程度）のモデルとしては、Proctor(1990)が行ったような環境

資源（食料、家畜飼料、燃料材）の需要と供給を推定し、その収支から土地利用の持続性

を評価するモデルが有効である。

　地域スケール（数十～数百 km四方程度）のモデルとしては、Mouat et al.(1997)によっ

て示されているGISアプローチ、すなわち空間モデルを用いた砂漠化危険度の地域的な総

合評価が有効である。

　大陸・地球スケールのモデルとしては、植生（土地被覆）と気候との相互作用を予測す

るモデルが重要である。
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第３章　防止・回復のための社会システム及び対策技術のあり方

3．1 砂漠化・土地荒廃の防止・回復のための基本的考え方

  

　ここでは、『砂漠化に対処するための国連条約』の理念と目的、最終目標に照らして、従

来の我が国の対応の問題を中心に、砂漠化・土地荒廃の前提条件と優先課題について述べ

る。

砂漠化・土地荒廃の防止については、国連砂漠化会議（UNCOD,1977）で採択された砂漠

化防止行動計画(Plan of Action to Combat Desertification = PACD)などに基づいて、1970

年代後半より、世界各地の乾燥・半乾燥地域で、多様な対策プロジェクトが実施されてき

た。しかし、多額の資金を投じて行われたトップダウン方式の大規模プロジェクトは、こ

とごとく失敗に終わっている。

　こうした過去の反省のうえに立って、砂漠化に対処するための国連条約(UN, 1994)では

住民参加と NGO の役割を重視する村落コミュニティ・レベルのボトムアップ・アプロー

チを基本戦略として採用している（第 2 条第 2 項）。それは、コミュニティ・レベルにお

ける土地生産性の修復と向上、土地と水資源の適正管理を中心に据えた砂漠化・土地荒廃

被災地域の持続的発展を目標とする総合戦略にほかならない。これを実施するためには、

被災地域における貧困の撲滅や土地制度の改革、地方分権の推進、市場アクセスへの不利

な条件の排除、食糧安全保障体制の整備、さらには国際市場・貿易における不利な条件の

排除などが不可欠である。以下に対応のための前提条件と優先課題の項目を示す。

（1）対応のための前提条件

①問題の本質の理解：砂漠化・土地荒廃は、社会経済的要因によって生じ、地域の持

続可能な発展を妨げるものであるという認識。

②国際的取り組みの必要性の理解：特に開発途上地域のための技術・資金援助。

③変動する社会経済的環境への配慮：市場経済の浸透、国際的経済不況、援助政策の

転換など、社会経済条件の変動に関する配慮。

④気候変動に対する配慮：厳しい干ばつが、食糧生産基盤と水・エネルギー供給シス

テムの破壊を通して多数の餓死者や環境難民を生み出していることに対する理解。

⑤既存プロジェクトの徹底レビューと評価：各プロジェクトの成果を詳細にレビュー

し、成功の条件と失敗の理由を明らかにすること、特に中・長期的視点からの評価

が行われることが望まれる。

（2）いくつかの優先課題

①現場レベルのモニタリングと評価：コミュニティ組織のリーダーや農民までもが利

用できる簡便かつ効果的な手法と技術の開発が望まれる。

②社会経済的側面の重視：被災地域の貧困撲滅、持続的発展を究極目標に据え、住民

参加、土地制度の改革などの問題と総合的に取り組むことが必要である。
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③NGOと CBOの活動強化支援：住民のニーズの掘り起こしと組織作りの支援など。

④地域特性への配慮：自然環境・社会経済的条件の特性への配慮。

⑤プログラムの調整と重複の排除：国内連絡調整機関の設置など。

⑥対処能力の向上と技術移転の新たな課題

⑦気候変動予測と食糧安全保障

⑧情報・代替生業・代替エネルギーの各システム、水資源の管理の革新的対応

⑨有能な専門家の養成

3．2　事例地域における社会システム及び対策技術の検討

　ここでは、5カ国を事例にあげ、その地域における社会システムと対策技術を検討した。

3．2．1　ニジェールにおける事例

途上国における緊急課題は、貧困化、人口増加、食糧の不足に集約される。これらの問

題に対処するためには、持続的な農業を促進することが必要である。JALDA（農用地整備

公団）は、熱帯林保全、土壌侵食防止などのための調査を世界各地で実施をしている。

自然資源の評価（土地・水）

適切な土地利用計画の策定

食料・飼料・薪木生産の拡大

持続的開発

マグー村砂漠化防止モデル

組　織

① 農民組合

② ミレット製粉所

③ 穀物銀行

技術マニュアル

① 砂漠化診断

② 水資源開発

③ 栽培

④ 農地保全

⑤ 牧畜

⑥ 植林

育成 適用

住民参加

将来像

人口増加

家畜の増加

飼料不足

過放牧

砂漠化の進行

食糧不足

過耕作

薪木の不足

過剰伐採

現況
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　第一局面（1985～89 年)においては、サヘル地域において基礎的なデータの収集を行っ

た。これにより、砂漠化の進行状況の把握、砂漠化の原因の分析等の基礎的な分析を実施

した。第二局面（1990～95 年）においては、現地に適した実践的かつ普及可能な技術の

把握を目的に、実証調査を実施した。このために、ニジェールの首都ニアメ近郊で実証農

場を設けた。

　調査の成果として、水管理、栽培、農地保全、牧畜、植林などの分野で、現地の農業指

導者を対象とする技術のマニュアルを整備し、さらに、マグー村を対象として「モデル開

発計画」を策定した。計画では、マニュアルの技術を適用しながら、土地や水の利用計画

を立て、植生の回復、食料、飼料などの自給、所得の向上についてのプランを描いた。

この「モデル計画」および「技術マニュアル」は、自然条件の異なる他の地域には応用

が必要である。

現在は、第三の局面（1996～2000年）にあり、次の 2点に主眼を置いている。

一つは、マグー村を対象とした砂漠化防止対策実施に必要なマニュアルを総合的に整備

する。また、サヘル地域で広範に適用可能な「技術のパッケージ」を確立する。

二つに、サヘル地域の各国において砂漠化防止事業を推進しやすい環境を整えるために、

必要な自然、社会、経済に関する情報の収集、分析及び整備を行う。また、収集、分析し

た諸情報および技術のパッケージをデータバンクとして整備し、関係者に提供する。

上記の調査に当たっては、ニジェール河流域機構 (NBA)、ニジェール国政府、CILSS

の大きな協力を得て実施する。

3．2．2　エチオピアにおける事例

　土地荒廃・砂漠化の現象は、程度の差はある

もののエチオピア全域において存在している。

しかし、2000 年以上にわたるエチオピア文明

史の過程で、今日に至るまで、エチオピア各地

で営まれてきた農業により土地資源が回復不

可能なまでに疲弊したという事例はあまりな

い。むしろ、破滅的な状況に至る以前に、それ

ぞれの地域の農業・社会システムに即した形で

様々な手だてが施されてきた。

　ここでは、エチオピアに代表的な 3 つの農

業・社会システムをとりあげて、それらの特質を概観する。

①エチオピア北部高地のセム系民族による穀類農業社会システム

　低投入によって適正な収量を長期安定的に得てきたシステムが、近年、多投入による高

収入を求めるシステムに変換されつつある。

②エチオピア西南部高地のオモ系民族によるイモ型作物（根栽類）農業社会システム

農耕地における土壌侵食の実例（エチオピア南部州ソ

ド付近）

An example of soil erosion in the farmland (Near
Sodo, southern part of Ethiopia)
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　土壌窒素を少しずつ利用している根菜類作物と、タンパク質を補うマメ類や穀類を巧妙

に組み合わせるシステムが営まれている。

③エチオピア西南部半乾燥地域のクシ系民族による農業・牧畜複合社会システム

　農牧複合システム、多品種の混作、堆肥の積極的な利用などが注目される。

3．2．3　カザフスタンにおける事例

調査地 Survey site

　本地域において農業を発展させる上で障害となってきたのは，いうまでもなく砂漠地帯

で 100mm以下，北部ステップでも 350mm以下という少ない降水量である。この条件の

中で農業生産をあげるために，前者では河川水を利用した大規模潅漑農業が導入され，ま

た後者では専門分化した大型機械を用いた独特の耕起法などを発達させてきた。

　しかしながら，北部ステップの農業におけるような，耕起法の工夫により十分な水分を

確保した上で，土壌有機物の分解を促進し窒素の放出を促すというような農法は，必然的

に自然生態系の物質循環にはあり得ない収奪的な側面をもっており，長期的には土地生産

性の低下を免れないものと思われる。本地域農業の問題点は，短期的な収量増を得るため

の技術としての夏季休閑があっても，長期的な地力保全を目的とした本来の休閑地管理法

が開発されなかった点であろう。

　一方南部の砂漠地帯で展開されてきた大規模潅漑農業は，地域の水循環・塩類分布を劇

的に変化させ，今日ではアラル海消滅の危機や潅漑耕地土壌の塩性化の進行という代償を

求められている。現場での対症療法的対策としては，潅漑水路や排水網の整備などが挙げ
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られるが，本質的にはどの程度まで地域環境の改変を許すか，といった点に関する関係諸

国のコンセンサスの問題であろう。

ソ連邦が解体された今日，従来の社会的・経済的結びつきも同様に失われつつあること

から、まず新たな市場経済体制の中で本地域農業の位置を確立すること，次いで，特に生

産持続性の観点から，大規模潅漑農業における土地・水利用を再考すること，ステップ穀

作農業における有機物等の物質収支をバランスのとれたものに置き換えることが求められ

ている。

3．2．4　インドにおける事例

タール砂漠 (the Thar Desert) は、インドとパキスタンにまたがる面積約 260 万 km2

の熱帯砂漠である。主要地域にあたるラジャスタン州乾燥地域の人口密度は 1km2あたり、

1901年には 16人だったが、1991年には 83人（推定値）となっており、世界的に見ても、

もっとも人口の密な砂漠のひとつとなっている。

　砂漠化のプロセスとしては、風食や砂の移動・集積、長期にわたる植生の減少、連作に

よる土壌生産力の低下がみられる。その直接的な要因としては、過放牧、樹木の過剰採取、

限界地耕作、連作、トラクタによる耕起などが挙げられる。

　国立環境研究所の砂漠化研究グループは、ジョドプール県オシアン郡カブラカラン村に

おいて砂漠化のプロセスと要因に関する調査をおこなった。このカブラカラン村では、降

雨依存農業を主体に、十数頭のヤギやヒツジを飼うという、この地域の典型的な農業形態

がみられる。人口は 1951年に 401人だったのが 1991年には 1253人となっている。この

ような人口の増加はエネルギー需要を増大させ、村落周辺での樹木の過剰採取を招く。さ

らに、人口の増加に応じて家畜数も増加し、過放牧が生じる。またこの調査によると、1

戸あたり平均土地所有面積は 1世代ごとに約半分に減っている。従来と同じような生産を

得るためには、休閑期間を減少したり（連作の増加）、これまで使われずにいた砂丘などの

限界地も利用に供されるようになり（限界地耕作）、結果として土地荒廃を加速すると考え

られる(Miyazaki and Tsunekawa, 1996)。

　砂漠化対策としてこの地域では、①植林、②保護ベルト植生、③アグロフォレストリシ

ステム、④風食を抑制する耕作技術、⑤太陽エネルギーの利用システム－といった砂漠

化対策がとられている。

3．2．5　中国における事例研究ー内モンゴル自治区奈曼旗の例

　この地域の砂漠化は 1,000年オーダーまで遡り、砂漠化と草原生態系の安定期が繰り返

されてきた。ここでは、現在の砂漠化を引き起こしていると考えられる 1947 年の内モン

ゴル自治区成立以後の社会システムと対策技術について述べることにする。

　奈曼旗は、華北から内モンゴルへの農耕地域から牧畜地域への移行帯に位置し、農牧混

合地域となっている。

　定住しての農牧が営まれている奈曼旗では、耕地面積が減っているものの、そこが優良
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な草地となっているわけではなく、一方では開墾は依然として継続している。そして、家

畜頭数も減っていないため、草原の劣化による生産力の低下を考慮しなくても、放牧圧は

増加していることは明らかである。

限られた土地で、人口と家畜が増加し、食料及び飼料の需要が高まっている中、奈曼旗

のように経済的に豊かでない地域での対策は、地域での生産システムを効率化させること

と、地域経済に即した回復技術の導入が肝要であろう。

　農業環境技術研究所の研究グループは、砂漠化の直接の原因となっている放牧圧につい

て、1992 年より 5 年間にわたって、放牧試験を行ってきた。その結果、平坦な砂丘地で
は羊 4頭/haまで許容できるのに対し、起伏のある小丘部では 2頭/ha程度に押さえる必要
があることがわかった。

　これに即した現地の対策としては、ヤギの放牧の禁止のほか、1)草原の改良や人工草地
の造成、2)放牧地の柵での囲い込み、3)輪牧制度の確立、4)畑作で産出された作物の茎葉
および一部の穀実の飼料としての利用が図られてきた。

　また、奈曼旗では 1970 年代半ばから、国家事業としての防風林造成が行われ、砂の動
きを止めると共に大小の防風林を網の目状に配置し、1km×1kmを最小単位とする農耕地、
牧草地を造成し、農民に土地を貸与している。

農民は活動砂丘に隣接する低平地や斜面下部を農地に利用するため、、砂の動きを抑える

ため、収穫した作物の残査を使って、砂丘の表面に藁を網の目状に配置する草方格や茎を

砂丘表面に突き刺す方法が毎年繰り返されてる。比較試験の結果、こうした比較的簡便な

方法も有効であることがわかった。

以上のように、砂漠緑化にみられるような先進技術を用いた工学的手法に頼るのではな

奈曼旗の位置
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く、地域の自然および社会条件にあった環境立地的視点からのアプローチが地域に適合し

た対策になるとともに、持続的な土地利用を可能にするであろう。
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第 4章　国際的な支援・援助のあり方と我が国の役割

4．1国際的な取組みの現状と課題

　国際的な取組みについてさまざまな側面からの現状と課題を述べる。

（1）砂漠化に対処するための国連条約を基にした国際的取り組み

①地球的レベル

　1997年秋ローマで開かれた第 1回締約国会議では、条約事務局の設立、締約国会議の活

動計画、科学技術委員会規程などについての合意がなされ、条約の仕組みが動き出す基礎は

比較的順調に整った。今後、第 4 回締約国会議までの間、実質的な面、例えば地球的なメ

カニズムによる資金動員、既存の機関やメカニズムとの調整などが課題として残されている。

②国家レベル

　砂漠化の影響を受けている締約国の義務として、ここ 1～2年の間に砂漠化対処国家行動

計画を策定する国が増加し、住民参加などによるボトムアップ方式の採用も進んでいる。し

かし地方公共団体が自主的に行動するための能力の向上など、課題も多い。

③地域レベル

　地域レベルの会合も開催されるようになってきているが、国連の地域経済社会委員会等既

存のものにある程度委ねることも検討されるべきである。

（2）その他の多国間協力

　UNDP は途上国の様々な開発問題に関わってきたという経験をもつため、今後の砂漠化

対策において大きな役割を担っていくことが期待される。IFADは、条約暫定事務局の啓蒙

活動の協力、「アフリカ諸国の砂漠化条約実施支援のための技術支援」プログラムの開始な

ど、条約の下の地球的メカニズムのホスト機関として積極的な活動を展開している。そのほ

か、世銀、FAO、IGADD (Intergovernmental Authority on Drought and Development)

などの諸機関の活動が注目される。

（3）二国間協力

　国際協力事業団が 1994年、国レベルからコミュニティレベルにわたる様々な社会経済的

な開発問題に対する指針を打ち出した「砂漠化対策援助報告書」を発行していることは明記

するべきである。しかしながら、多くの国々では、二国間協力において、未だ砂漠化対策の

取り組みの方針は明確にされていない。

（4）NGO協力

　「砂漠化」という概念が明確になり、砂漠化に対処するための国連条約が採択されたこと

はにより、多くの国レベル・コミュニティレベルのNGOは効果的に砂漠化防止のための活

動を行うことができるようになった。また、条約の採択により、NGOの国際的な結びつき

も急速に進んでいった。
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4．2　我が国の取り組みの現状と課題

　ここでは我が国の取り組みの現状と課題を述べる。各省庁における取り組みと国際協力事

業に分けて示した。

4．2．1　日本国政府の砂漠化・土地荒廃に対する取組と課題

　我が国政府としては砂漠化問題を地球規模の環境問題として重要視するとともに、開発途

上国における持続可能な開発に関わる基本的問題であると考えており、様々な砂漠化防止対

策を講じてきている。

（1）我が国の砂漠化に対処するための国連条約への対応について

　我が国は砂漠化に対処するための国連条約政府間交渉会議に積極的に参加し、我が国代表

がビューローメンバーや第二作業部会の議長を務める等、その作成・採択等に貢献してきた。

また、砂漠化に対処するための国連条約事務局への拠出についても継続的に行ってきている

（1997年度の拠出額 107万 6千ＵＳドル：会議開催費及び開発途上国からの会議参加費等）。

　97年 9 月にはニジェールにおいて開催された砂漠化に対処するための国連条約アジア・

アフリカフォーラムに参加したほか、本フォーラム開催のために財政面でも積極的な貢献を

行った。

  砂漠化に対処するための国連条約については、98年 9月 11日、その受諾が閣議決定され、

第 2回締約国会議（11月 30 日～12月 11日、セネガル）の会期中である 12月 10日に正

式に締約国となることが決定した。

（2）各省庁における砂漠化防止の取組について

　各省庁における具体的な取組を以下の類型に分けて紹介する。

①調査

　環境庁では西アフリカのブルキナファソにおいて地下水有効利用施設による給水や植林

を図るとともに地域住民の参加を得て持続可能なコミュニティ形成を図る砂漠化防止対策

モデル事業を行っているほか、専門家を組織して砂漠化防止に関する総合的な対策について

の検討を行い、「砂漠化防止対策ハンドブック」を作成した。農林水産省ではアフリカのニ

ジェールにおいて農業農村開発を通じた砂漠化防止技術確立のための実証調査を行ってい

るほか、砂漠化状況及び劣化改善ソフト適用地域分布図の作成などを行う農地水資源管理モ

ニタリングシステム構築調査を行っている。林野庁においては砂漠化の進行地域のおいて、

森林の育成条件、森林復旧対策事例等の調査、技術実証造林等を通じ森林復旧のための技術

指針を作成する砂漠化地域森林復旧技術指針策定調査事業を行っている。

②研究

　1992年より環境庁が中心となって運営している地球環境研究総合調査費により砂漠化に

係る調査研究を関係各省庁の国立試験研究機関を中心とした体制で実施してきている。これ

まで、砂漠化と人間活動の相互影響評価に関する研究、北中国及び西オーストラリアにおけ

る砂漠化防止対策適用効果の評価手法の開発に関する研究、中央アジアのカザフスタンにお
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ける塩類集積土壌の回復技術の確立に関する研究、中国の砂漠化土壌改良のための脱硫石膏

の有効利用に関する予備的研究などがなされている。文部省においても新プログラム方式に

よる研究の推進による鳥取大学の乾燥地研究センター等における乾燥地の砂漠化防止及び

開発利用に関する基礎的研究を行っている。

③途上国援助

　外務省がセネガル、ニジェール、タンザニアにおいて専門家と青年協力隊からなる 5～10

名程度のチームを派遣し乾燥に強い樹種の育苗、農村住民に対する植林運動の技術指導、ア

グロフォレストリーの普及等の植林プロジェクトを行う緑の推進協力プロジェクトを行っ

ている。1995年度には、セネガルにおいて「苗木の育成場整備計画」に無償援助を行って

いる。

④ＮＧＯ支援

　環境事業団の地球環境基金によるＮＧＯに対する助成を行っている。砂漠化防止対策関連

では 1996年に 8団体、1997年に 6団体が助成を受けている。

⑤国内啓発

　環境庁において砂漠化に対処するための国連条約のパンフレットの作成・配布を行ってい

るほか、日本環境協会の環境シリーズのパンフレット「地球規模の砂漠化を考える」の編集

への協力・配布を行った。また、毎年行われる「エコライフフェア」にて展示・ビデオ上映

を行い普及を行っている。

（3）我が国政府の砂漠化防止に対する取組の課題

　我が国政府の取組は、各省庁においてそれぞれ独立して行っているのが現状である。政府

の役割を考えるにあたっては、まず我が国の関係機関が砂漠化防止の取組において果たすべ

き役割を整理し、我が国が砂漠化防止対策を行う上での体系化を行わなければならない。特

に、砂漠化に対処するための国連条約への批准及びその後の締約国としての貢献を検討する

に際し、現在実施されている各主体による砂漠化防止のためのさまざまな取組を体系化し、

これを国際的にインプットしていくことが極めて重要である。

4．2．2　砂漠化・土地荒廃分野における国際協力事業の現状と課題

　本節では、砂漠化・土地荒廃の対策事業における我が国の国際協力の取り組みについて現

状と課題を概観する。これまでの我が国の実績は技術協力と無償資金協力の分野が中心であ

る。

（1）技術協力

　以下のような技術協力を行っている。

①専門家派遣：現在、ブラジルおよびブルキナファソへ各 1名派遣されている。また、「緑

の推進協力プロジェクト」のリーダーとして専門家の派遣が行われている。

②調査団派遣：西アフリカのマリ共和国に 2件派遣されている。

③青年海外協力隊派遣：「緑の推進協力プロジェクト」で隊員が派遣されている。このプロ

ジェクトはこれまでセネガル（1986～）、ニジェール（1990～）、タンザニア（1986～）で

実施されてきており、植林、森林経営、果樹・野菜栽培、造園、測量、農業土木など多岐に
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わたる協力を行ってきた。

（2）無償資金協力

　関連する内容の事業としては苗木育成場整備、村落給水整備、農村開発、旱魃被害援助等

で多く行われていて、対象国もセネガル（267.93 億円）、マリ（88.34 億円）、ニジェール

（161.35 億円）、チャド（11.21 億円）、モーリタニア（99.78 億円）、ブルキナファソ（94.81

億円）等、ほとんどの砂漠化地域に及んでいる（外務省、1997、なお括弧内は援助開始以

来の累計援助金額）。

（3）わが国 ODA 協力事業の動向と課題

　青年海外協力隊の「緑の推進協力プロジェクト」や無償資金協力における旱魃被害援助で

分かるように、途上国における砂漠化・土地荒廃対策に対するわが国の協力は、1980年代

初頭のアフリカ大旱魃を契機として開始されたといってよい。

　JICA では、砂漠化対策を広域環境援助研究のひとつとして取り上げ、1994年 4月に「砂

漠化対策援助研究報告書」をまとめている。

　報告書の結論では、わが国がこの分野で援助を実施する際の方法論として、①「総合的ア

プローチ」、「波及効果の大きい小規模プロジェクト」の優先的採択、②日本の経験不足を国

際機関との「協調援助」によって補うこと、③NGO との協調・連携を挙げ、 配慮事項と

して、「住民のニーズへの配慮と関係機関のコンセンサスの形成」、「女性に対する配慮」、

「牧畜民に対する配慮」、現地中堅職員の「カウンターパート」としての優先登用、「短期・

長期的利益の組み合わせ」、砂漠化対策実施済み地域への「リハビリ重視」、砂漠化対策での

現地「伝統的技術の尊重」、カウンターパート以外の「ローカル人材の活用」、「日本の技術

的優位分野による協力」、沙漠対策援助実施中の各機関との「情報交換」－を上げている

（国際協力事業団、1994）。

4．3　世界各国における NGOの取り組み

　ここでは、NGOの取り組みとその役割について、特にサヘル地域を取り上げて述べる。

4．3．1　 NGOによる取組みとその役割

砂漠化関係を中心に環境に関わるNGOをその役割から見ると、①啓蒙団体、②批判団体、

③調査研究・情報提供団体、④実践(開発、保全、住民の組織化、保健・衛生、救済等)、⑤

資金提供団体、⑥技術協力団体、⑦NGO間の連絡・調整団体－が挙げられる。

　個々のNGOが国際社会において相応の役割を果たそうとする際の課題・問題点としては、

①資金、特に自己資金、②専門的能力、③安定性、④accountability, transparency、⑤国

際的視野、国家主権や地元の自主性の尊重、⑥その他（NGO間の活動の重複、政府関係機

関のNGOへの認識など）－が挙げられる。

　

4．3．2　サヘル地域におけるＮＧＯの役割

　ここでは多くのＮＧＯ活動の中から代表的と思われる 2 例の紹介と、日本のＮＧＯの活
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動状況について述べることとする。

（1）国際的ＮＧＯ　ＣＡＲＥ　International

　ＣＡＲＥは、戦後の復興をめざして第二次大戦直後にアメリカで創造されたＮＧＯで、そ

の後も世界各地の自然災害や紛争による被災地で救援活動を行ない、サヘル地域でも 1960

年代後半から 1973年にかけて受けた旱魃にも、各地で活動を行なっている。

　防風林群で知られる”マジアの谷”のプロジェクトは、アメリカの平和部隊のメンバーに

よって始められた後、旱魃終期の 1973年にＣＡＲＥに引き継がれ、これまでサヘル地域に

試みられた多くの植林事業の中にあっては、数少ない成功例の一つとして、国際的にも高い

評価を受けている事業である。

（2）ローカルＮＧＯ：ＦＵＧＮ（Federation　des　Unions　des　Groupement　NAAM）

　ＮＡＡＭ（ナーム）とはモーレ語で「若い農民」という意味である。1967年、伝統的な

農村社会の相互扶助組織を母体に結成された。組合数 3,604団体、約 23万人の農民が加盟

（FUGN　1993/1994）する、ブルキナファソでも代表的な農民組合組織である。ＮＡＡＭ

の基本哲学は、伝統社会に固執することなく、かつ急速な近代化（西欧化）でもない、「調

和の取れた内発的発展」である。活動としては①野菜栽培、牧畜、乾燥野菜、機織り、小規

模クレジット、穀物銀行などの研修、②石積み畦畔（ディゲット）、浸透堰、タピエルパセ、

堆肥の施用による肥沃化増進などによる環境保全活動、③各種経済活動、④医療、文化活動

－などを行っている。

（3）日本のＮＧＯの事例 1「サヘルの会」

　日本のＮＧＯでサヘルを活動地域としている団体は少なく、活動内容を砂漠化防止関連に

絞るとその数はさらに限定される。

　サヘルの会は 1987年に設立の後、マリ共和国ファギビンヌ湖北岸のティンナイシャ村に

おける調査を実施、翌年より事業を開始した。林業面では村内に植林用の苗畑を開設し、テ

ィンナイシャ村及びその周辺の地域への樹木苗の配布を行ない、地域住民の環境問題への啓

蒙化を図った。また、旧湖底の畑においては農業環境を改善しつつ、防風、防砂帯へとつな

がるアグロフォーレストリー帯を造成し、同時に村内や砂丘帯の中に試験的な植林を行なっ

た。農業面ではアグロフォーレストリー帯の中に村民の分譲菜園を作り、乾期に適した各種

野菜の試験、節水農法の模索、住民への野菜苗の配布、作付け期の穀類その他の種子の貸し

付けなどを行なった。

（4）日本のＮＧＯの事例 2「カラ＝西アフリカ農村自立協力会」

　カラ＝西アフリカ農村自立協力会は、メンバーがマリで貧困解消に取り組んでいた農村の

現地ＮＧＯの活動に加わり、その後 1992年に「マリ共和国保健医療自立を支援する会」と

して設立された。翌年、現在の名前に変更された。活動は初め、環境整備、保健衛生、適正

技術が主であったが、活動拠点をバブグウ村（首都バマコから北東に約 100km、年間降水

量約 600mm）に移し、現在では 17ヶ村、32集落、約 15,000人を対象としている。

　砂漠化防止活動という視点から環境整備活動を見ると
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　①育苗：4ヶ所に植栽用の育苗所を設け、果樹類を含め約 16,000本（1997年）を育成。

　②植林：防風、防砂林や薪炭の森、アグロフォーレストリー、学校林の造成。

　③改良カマドの製作・普及：樹木を合理的に利用するため、伝統的なカマドを改良し、普

及につとめている。

　④深井戸の設置：降雨量に左右されない地下水を確保するため、深井戸の設置を行ってい

る。

（5）日本のＮＧＯの事例 3「緑のサヘル」

　緑のサヘルは、アフリカ・サヘル地域の砂漠化防止と地域住民の食糧自給の達成を目指し

て、1991年に設立され、翌 1992年からチャド共和国において①緑を積極的に殖やす努力、

②緑を減らさない努力、③農業生産性の向上と生活改善の 3点を基本とた活動を開始した。

　上記の①のうち、育苗については、早成樹種を含む外来種や果樹類と在来種を取り混ぜ、

集中的に育成、管理し、苗木の配布、種子保存、育苗実務の研修を行なっている。小規模村

落育苗方式でも行われ、各農民組合が責任を持つことを条件に、育苗資材の貸し付けと技術

指導を実施している。②については、熱効率の高く、薪の節約につながる改良カマドの普及

を行っている。

サヘル地域で日本人の常駐者を置き、活動している団体は以上の 3 団体であるが、いず

れも遠方の農村に入り込み、出来るだけ地元民のレベルに近い生活をしながら、体験を通し

て取り組みを進めている。日本のＮＧＯは欧米に比べて経験も浅く、資金力も小さいため、

まだ力不足であることは否めないが、地域住民や現地政府との協力関係はむろんのこと、支

援側でも援助実施国政府や国際機関などの諸関連機関とも協調を取り、国境や地域を越えた

砂漠化防止活動の実践が強く望まれる。
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